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お わ り に


















判された。そのため, 1998年に第６次刑法改正法 (Das Sechste Gesetz zur
Reform des Strafrechts) によって実質的な改正がなされた。その改正の主
な趣旨は, 旧規定が工業化以前の農業社会秩序を対象にしており, 客体の
範囲が工業化に対応できなかったことと, 技術的な進歩によって耐火性・





















































第４号 原動機付車両, 軌条走行車両, 航空機もしくは水上車両
第５号 森林, 荒原もしくは湿地草原, または
第６号 農業用, 食糧用もしくは林業用の施設もしくは生産物
を燃焼させ, または, 点火によってその全部もしくは一部を破壊した




法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 89(950)




























































90(949) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(３) 法務省大臣官房司法法制部編『ドイツ刑法典』(法曹会, 2007年）181
頁参照。
(４) P. Liesching, Die Brandstiftungsdelikte der 306 bis 306c StGB nach
dem Sechsten Gesetz zur Reform des Strafrechts, 2002, S. 17f, 25.
(５) T. Die wichtigsten 	
des Besonderen Teils des StGB
durch das 6. Gesetz zur Reform des Strafrechts, Jura 1998, S. 180f. ; K.
Geppert, Die Brandstiftungsdelikte (306 bis 306f StGB) nach dem Sechsten
























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 91(948)
(６) H. Wolff, Leipzier Kommentar, 10. Aufl., 7. Lfg., 1988, 308 Rdn. 1 ; P.
Cramer, 	

Strafgesetzbuch Kommentar, 25. Aufl., 1997, 
306 Rdn. 2 ; K. Geppert, Die restlichen Brandstiftungsdelikte (307 bis 310a
StGB), Jura 1989, S. 477.
(７) T. 
a. a. O. (Anm. 5), S. 180 ; H. Lesch, Das Sechste zur Reform
des Strafrechts (6 StrRG), JA 1998, S. 478 ; R. Rengier, Die Brandstiftung-
sdelikte nach dem Sechsten Gesetz zur Reform des Strafrechts, JuS 1998, S.
398 ; G. Wolters, Die Neuregelung der Brandstiftungsdelikte, JR 1998, S.
271 ; K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5), S. 599 ; G. Heine, 	

































































(９) BT-Drs. 13/8587, S. 87.
(10) P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 91ff. Vgl. G. Heine, a. a. O. (Anm. 7),
306ff. Rdn. 15. この点, 価値の高さについては, 750ユーロから1000ユ
ーロの間で争いがある。Vgl. N. Wrage, Typische Probleme einer Brand-
stiftungsklausur, JuS 2003, S. 987.
(11) N. Wrage, a. a. O. (Anm. 10), S. 987.
外の物理的手段で損壊することと, 火力で破壊することの量刑の違いが十
分に根拠付けられなくなってしまうのである。






















法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 93(946)
(12) H. Radtke, Die Dogmatik der Brandstiftungsdelikte, 1998. S. 372ff. ; ders.,
Das Brandstrafrecht des 6. Strafrechtsreformgesetzes eine Annaherung, ZStW
1998, S. 857, 861f.
(13) H. Radtke, Dogmatik, a. a. O. (Anm. 12), S. 311f. ; ders., ZStW, a. a. O.
(Anm. 12), S. 862. So auch N. Wrage, a. a. O. (Anm. 10), S. 987.
(14) この判例を引用して同様に判断するものとして, 連邦通常裁判所2003
年７月８日決定 (4 StR 246/03) がある。また, 連邦通常裁判所2000年12
月６日決定 (StV 2001, 232) は, 306条１項１号と306条b２項１号の関係
にも同様に該当するとした。その他に, 連邦通常裁判所1999年12月14日決
定 (NStZ-RR 2000, 209) は, 306条１項１号と306条a１項１号の基本犯は,
306条 c の加重類型に吸収されるとした。この点, 旧308条１項前段と旧
306条２号の関係について同様に判断されていたものとして, 連邦通常裁

























































94(945) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)




























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 95(944)
(16) 法務省・前掲注(３)181頁以下参照。
(17) BT-Drs. 13/8587, S. 47f.
(18) T. , a. a. O. (Anm. 5), S. 181. もっとも, 旧規定においても,
キャンピングカー等が土地に定着していたり, 自重で固定されていたりす
れば, 旧306条２号の小屋に該当しえた。また, そうでない場合でも, 人
がその中で滞在することを常とする期間であれば, 同条３号に該当すると
解されていた。Vgl. K. Geppert, Die schwere Brandstiftung (306 StGB),
Jura 1989, S. 419, 421.
この問題について学説の多くは, その場合に処罰しないと刑事政策的に
隙が生じるので, そのことを避けるために, 修正解釈をなすべきであると

























































96(943) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(19) H. Lesch, a. a. O. (Anm. 7), S. 478 ; H. Wolff, a. a. O. (Anm. 6), 308
Rdn. 18 ; P. Cramer, a. a. O. (Anm. 6), 308 Rdn. 13f.
(20) BT-Drs. 13/8587, S. 87.
(21) T. a. a. O. (Anm. 5), S. 181. また, 同旨の判例として, 連邦
通常裁判所1998年９月15日判決 (StV 1998, 662), 連邦通常裁判所2000年
















法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 97(942)
(22) H. Wolff, a. a. O. (Anm. 6), 306 Rdn. 3 ; P. Cramer, a. a. O. (Anm. 6),
306 Rdn. 2.
(23) R. Rengier, a. a. O. (Anm. 7), S. 398 ; G. Wolters, a. a. O. (Anm. 7), S.
272 ; K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5), S. 599 ; H. Radtke, ZStW, a. a. O. (Anm.
12), S. 862 ; G. Heine, a. a. O. (Anm. 7), 306a Rdn. 2 ; K. 	

Examensrelevante Probleme der Brandstiftungsdelikte, JA 2001, S. 519.




号の行為時条項を補うべきであるとされる。H. Radtke, ZStW, a. a. O.
(Anm. 12), S. 867f.








Anmerkung, NStZ 1982, S. 422. その他にも, 様々な見解が主張されている。
Vgl. K. Horn, Konkrete 1973, S. 78ff. B. 
Moderne Tendenzen in der Dogmatik der - und -
delikt, JA 1975, S. 798ff.
為客体の建造物内に誰もおらず, 行為者もそのことを認識して放火した場
合, 重放火罪が成立するかどうかが問題になる。
















































98(941) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)




(NStZ 1985, 408) がある。この点, 連邦通常裁判所1984年７月４日判決







した。すなわち, 行為者が, 絶対的に確かで完全な処置によって, 同条に
おいて禁止された危険が確実に発生しえないことを確かめていた場合, そ





























件であって全く実用的でないと批判されている。 K. Geppert, a. a. O.
(Anm. 18), S. 425. P. Cramer, a. a. O. (Anm. 6), 306 Rdn. 3.
(28) H. Schneider, Das Inbrandsetzen gemischt genutzterJura 1988,
S. 462, 469. Vgl. H. Wolff, a. a. O. (Anm. 6), 306 Rdn. 3.
(29) BT-Drs. 13/8587, S. 47.
(30) P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 100ff. Vgl. H. Radtke, Dogmatik, a. a.
















































100(939) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(31) H. Wolff, a. a. O. (Anm. 6), 308 Rdn. 19 ; P. Cramer, a. a. O. (Anm. 6),






するとされる。H. 	a. a. O. (Anm. 25), S. 19, 27.
また, ゲッペルトは, 旧306条の客体と, 旧308条の客体で延焼の危険を





象的器物危険犯とされる。K. Geppert, a. a. O. (Anm. 6), S. 478.
(32) K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5), S. 603 ; H. Radtke, ZStW, a. a. O. (Anm.
12), S. 858 ; G. Heine, a. a. O. (Anm. 7), 306a Rdn. 16 ; K. 
	
















第２号 行為者が謀殺（第211条), 強盗（第249条, 第250条), 強盗的窃
盗（第252条), 若しくは強盗的恐喝（第255条）を犯す目的でその
行為を利用したとき, 又は










法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 101(938)
同旨の判例として, 連邦通常裁判所1998年９月15日判決, 連邦通常裁判所
2000年３月15日決定がある。























がなされていた。例えば, 連邦通常裁判所1992年６月16日判決 ( JR 1993,
294) は, 放火と強盗的恐喝の関係が問題になった事案である。本判決は,
旧307条１号が死の結果発生の具体的な切迫性を規定しており, 同条３号


































102(937) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(35) 法務省・前掲注(３)182頁参照。









306条b２項２号においても, 学説の多くは, 行為者の表象として, 現
実に発生した公共危険状況によって別の犯罪行為が促進された場合のみに
処罰されるべきであるとし, 旧規定の制限的解釈を引き継ぐと解している。
この点, その公共危険状況とは, 火災に伴って現われる特殊な影響, 例え






しかしながら, 連邦通常裁判所1999年９月23日判決 (BGHSt 45, 211)
は, 火災保険金詐欺によって306条b２項２号が成立するのかが問題にな




法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 103(936)




為でなければならないとされる｡ Vgl. T. Schmidt, 	

JuS 1995, S. 81.
(38) H. Jung, 	
JuS 1995, S. 271 ; S. Cramer, Geset-
zesgeschichtliche Dokumentation zu 307 Nr. 2 StGB (besonders schwere
Brandstiftung), Jura 1995, S. 347.
(39) K. 
a. a. O. (Anm. 23), S. 523f. ; K. Geppert, a. a. O.
(Anm. 5), S. 604. So auch B. Hecker, Brandstiftung in 
























































104(935) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(40) その他に, 306条b２項２号における制限的解釈を否定する判例とし
て, 連邦通常裁判所1999年９月29日決定 (StV 2000, 136), 連邦通常裁判
所2000年３月15日決定, 連邦通常裁判所2000年８月９日判決 (StV 2001,
125) がある。
(41) P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 118ff. ; H. Radtke, Dogmatik, a. a. O.
























件として, 例えば, 強姦致死（178条), 重傷害（226条２項）と強盗致死
論
説
法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 105(934)
(42) P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 54ff. また, 306条b１項は, 306条
と306条aに非独立の加重的構成要件であり, 量刑が加重される前提とし
て故意が要求されるとする見解もある。K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5), S.
603.
(43) T.a. a. O. (Anm. 5), S. 182 ; R. Rengier, a. a. O. (Anm. 7), S. 399;
H. Radtke, ZStW, a. a. O. (Anm. 12), S. 876 ; G. Heine, a. a. O. (Anm. 7), 
306b Rdn. 1. また, 同旨の判例として, 連邦通常裁判所1998年８月11日判
決 (BGHSt 44, 175) がある。




























































106(933) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(45) K. 	
a. a. O. (Anm. 23), S. 522.
(46) T. 	
a. a. O. (Anm. 5), S. 182.
(47) G. Wolters, a. a. O. (Anm. 7), S. 274.
(48) R. Rengier, a. a. O. (Anm. 7), S. 400 ; K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5), S.
603 ; H. Radtke, ZStW, a. a. O. (Anm. 12), S. 876f. ; K. 	
a. a.
O. (Anm. 23), S. 523 ; G. Heine, a. a. O. (Anm. 7), 306b Rdn. 1.
示した。すなわち, 本条の文言は, 今までの判例が危険結果に関して故意
を要求してきた他の規定と合致することと, 306条b１項では刑の下限が
























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 107(932)
(49) P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 115f.













































108(931) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(50) この判例は, 旧308条の「燃焼」要件について独立燃焼説を示したラ
イヒ最高裁判所1937年４月22日判決 (RGSt 71, 193) を引用した。この点,
戦前のリーディング・ケースとなるライヒ最高裁判所1882年10月20日判決
(RGSt 7, 131) は, 机の上に置いた石油ランプから洗濯物に燃え移らせた











(東京大学出版会, 2004年) 190－192頁は, 独立燃焼説が確立した判例理
論であると指摘される。
(51) 例えば, 連邦通常裁判所1961年６月13日判決 (BGHSt 16, 109), 連邦
通常裁判所1977年６月２日決定 (1 StR 231/77), 連邦通常裁判所1981年12



















































































110(929) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(53) 従来の判例として, ライヒ最高裁判所1889年１月３日判決やライヒ最
高裁判所1930年11月７日判決 ( JW 1931, 3281) 等を引用した。また, この






























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 111(928)
(54) その他に, 建造物の重要な部分に継続燃焼を生じる可能性を要求する
判例として, 連邦通常裁判所1977年６月２日決定, 連邦通常裁判所1981年
12月17日決定, 連邦通常裁判所1986年６月20日判決 (BGHSt 34, 115), 連
邦通常裁判所1987年７月28日決定 (1 StR 329/87), 連邦通常裁判所1989年
７月４日判決 (BGHSt 36, 221), 連邦通常裁判所1997年２月25日決定 (StV
1997, 518) がある。また, 改正後に同様な基準を採る判例として, 連邦通
常裁判所2001年12月５日決定 (StV 2002, 145), 連邦通常裁判所2002年９









この点, 連邦通常裁判所1990年７月26日判決 (StV 1990, 548) は, 天井
の木製化粧板を完全に焼失した旧306条２号の事案において, 当該化粧板
の位置付けが問題になった。本判決は, 原則として壁紙と同様に取り付け













































112(927) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
















燃焼作用の程度は, 光炎 (offene Flamme) を上げることまで要求されず,











。その「重要な部分」は, 判例を引用し, 住居部分のドア, 木製の窓枠,
論
説
法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 113(926)
(56) K. Geppert, a. a. O. (Anm. 18), S. 422 ; G. Heine, a. a. O. (Anm. 7),306
Rdn. 13.


























































114(925) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(58) K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5), S. 600.
(59) H. Wolff, a. a. O. (Anm. 6), 306 Rdn. 2 ; P. Cramer, a. a. O. (Anm. 6),
306 Rdn. 9 ; R. Rengier, a. a. O. (Anm. 7), S. 398 ; H. Radtke, ZStW, a. a. O.





















法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 115(924)




連邦通常裁判所1998年８月11日判決 (BGHSt 44, 175), 連邦通常裁判所
2002年９月12日判決, 連邦通常裁判所2002年12月10日決定, 連邦通常裁判
所2006年10月24日決定 (NStZ-RR 2007, 78), 連邦通常裁判所2007年１月10
日決定 (NStZ 2007, 270) がある。もっとも, これらの判例は, 地下室と
住居部分の一体性の問題も関係すると思われる。それに対して, 連邦通常


























































116(923) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
判例として, 連邦通常裁判所1983年10月14日決定 (NStZ 1984, 74), 連邦
通常裁判所1986年７月31日決定 (4 StR 397 /86), 連邦通常裁判所1990年７



























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 117(922)
(64) P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 87.
(65) BT-Drs. 13 /8587, S. 29.
(66) K.	
a. a. O. (Anm. 23), S. 519 ; T.	
a. a. O. (Anm.
5), S. 181 ; K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5), S. 599 ; H. Radtke, ZStW, a. a. O.












に爆発した状態を除く点で異なる。N. Wrage, Was ist (teilweise)























































118(921) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
益に対する危険を発生させうるものであるかどうかを基準とする見解があ
る。G. Heine, a. a. O. (Anm. 7), 306 Rdn. 15.
(68) R. Rengier, a. a. O. (Anm. 7), S. 398 ; G. Heine, a. a. O. (Anm. 7), 306
Rdn. 16 ; P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 87.
(69) P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 90. その他の同様な見解は,「燃焼」
概念との比較から, 行為客体の重要な部分が相当な範囲に破壊されること
を要求し, 量的に把握される客体であれば, 少なくとも25％の被害が, ガ
スや煤等によって引き起こされなければならないとする。N. Wrage, a. a.






















法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 119(920)
(70) W. Holzmann, Das neue Brandstrafrecht in der Bundesrepublik Deutsch-
land, VW 1999, S. 180. また, 306条を器物損壊の特例とする見解からは,
303条・305条との比較から, 消火活動による破壊が点火による危険の現実
化としての結果と評価されれば, その限りで「破壊」に含まれるとされる。
A. Cantzler, Die Neufassung der Brandstiftungsdelikte, JA 1999, S. 476 ; N.
Wrage, a. a. O. (Anm. 12), S. 985f. もっとも, 306条a 1項は, 器物損壊の
特例ではなく, 生命と身体に対する抽象的公共危険犯であるので, 同条に
は消火活動に伴う損壊を含まないと解されている。A. Schwere
Brandstigtung an einem Wohnhaus, JA 2002, S. 369.
分ではない壁紙の被害を含めた総合考慮によって既遂時期を判断すること
になり, 相当な既遂時期の早期化をもたらしかねない。






















































120(919) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(71) その他に, 相当な時間の間もはや使用できなくなることを要求する判
例として, 連邦通常裁判所2006年10月24日決定 (NStZ-RR 2007, 78), 連




























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 121(918)
り, 一体性も問題となる。また, 306条においても同様な判例として, 連














































































































































124(915) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(72) K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5), S. 602 ; P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S.
109.





























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 125(914)
(74) P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 106.






1984年10月25日判決 (NStZ 1985, 263) と連邦通常裁判所1995年９月４日
決定 (NStZ 1996, 85) を引用した。この判断基準は, 一部の学説でも支持
されている。 K. 	
a. a. O. (Anm. 23), S. 517.

























































126(913) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)



























(80) R. Nagel, Der unbestimmte Rechtsbegriff der Zahl, Jura 2001, S.
589 ; P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 106. So auch K. Geppert, a. a. O.
(Anm. 5), S. 603. この見解に対して, 最低人数として20人を要求する見
解がある。H. Radtke, ZStW, a. a. O. (Anm. 12), S. 876. また, 50人とする
見解がある。A. Cantzler, a. a. O. (Anm. 70), S. 476. その他に, 第一段階
として人数の下限 (例えば10人) を決め, 第二段階として全員の傷害の程
度が１人の重大な健康被害に相当する程度に達しているかどうかを確認す
る見解がある。G. Heine, a. a. O. (Anm. 7), Vorbem. 306ff., Rdn. 5.
(81) 第226条〔重大な傷害〕
第１項 傷害の結果, 被害者が





















































128(911) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
能力を喪失したとき
第２号 身体の重要な部位を喪失し, もしくは, 永続的に使えな
くなったとき, または




(82) BT-Drs. 13 /8587, S. 27f.
(83) K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5), S. 603 ; P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S.
























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 129(910)
(84) K. Geppert, a. a. O. (Anm. 6), S. 474 ; H. Wolff, a. a. O. (Anm. 6), 307
Rdn. 4; P. Cramer, a. a. O. (Anm. 6), 307 Rdn. 7.
(85) R. Rengier, a. a. O. (Anm. 7), S. 400 ; K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5),
S. 604 ; H. Radtke, ZStW, a. a. O. (Anm. 12), S. 878f. ; A. Cantzler, a. a. O.
(Anm. 70), S. 476 ; G. Heine, a. a. O. (Anm. 7), 306c Rdn. 1. また, 連邦




るとする見解がある。P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 57ff.
(86) K. Geppert, a. a. O. (Anm. 5), S. 602 ; A. Cantzler, a. a. O. (Anm. 70), S.
476 ; H. Radtke, Dogmatik, a. a. O. (Anm. 12), S. 318f. ; ders., ZStW, a. a. O.






















































130(909) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(87) Vgl. P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 126 ; N. Wrage, a. a. O. (Anm. 12),





定されうると解されていた。K. Geppert, a. a. O. (Anm. 6), S. 474f.

































法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 131(908)
(89) D. Kratzsch, Zum Erfolgsunrecht der schweren Brandstiftung, JR 1987, S.
362, 364.
(90) Vgl. P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 127.
(91) K. Geppert, a. a. O. (Anm. 6), S. 476. また, 同旨の判例として, 連邦
通常裁判所1954年７月13日判決 (BGHSt 7, 37), 連邦通常裁判所1965年６
月11日判決 (BGHSt, 20, 230) がある。
























































132(907) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(93) P. Cramer, a. a. O. (Anm. 6), 307 Rdn. 5.
(94) H. Radtke, Dogmatik, a. a. O. (Anm. 12), S. 317f. ; R. Rengier, a. a. O.
(Anm. 7), S. 400 ; G. Heine, a. a. O. (Anm. 7), 306c Rdn. 4 ; K. 	

a. a. O. (Anm. 23), S. 524.
(95) BT-Drs. 13/8587, S. 70.
(96) P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 128. その他の規定として, 306条b
１項も同じ表現である。この点, 306条b２項は,「行為によって」と規定
しているが,「放火によって」と同様の趣旨であると解されている。それ
に対して, 306条a２項では, 基本犯の結果によって, 危険結果が生じな




















法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 133(906)
(97) 救助者侵害の問題は, 過失致死 (旧222条) や過失傷害 (旧230条) で
処罰されるにすぎなかった。この点で問題になった連邦通常裁判所1993年









(98) H. Radtke, Dogmatik, a. a. O. (Anm. 12), S. 300 ; P. Liesching, a. a. O.




Cantzler, a. a. O. (Anm. 70), S. 477. So auch N. Wrage, a. a. O. (Anm. 12), S.






















































134(905) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(99) P. Liesching, a. a. O. (Anm. 4), S. 131.





ので, 行為者に帰責されるとする見解がある。N. Wrage, a. a. O. (Anm.


















































































































































138(901) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
























































































































法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 141(898)




(106) その他に, 従来の独立燃焼説を採った裁判例として, 東京高判昭和52





























































142(897) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)






























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 143(896)
建造物の内装を損壊した段階で達成されることになり, 既遂時期の早期化
をもたらしかねない。とりわけ, 建造物自体の燃焼作用を要求しないとな















































































































































































法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 147(892)
(111) 河上和雄「放火罪に関する若干の問題について」捜研26巻３号 (1977
年) 43頁。また, 板倉宏『刑法各論』(頸草書房, 2004年) 171頁も同旨。































































148(891) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(114) 中森・前掲注(104)29頁。
(115) 井田良「放火罪をめぐる最近の論点」阿部純二ほか編『刑法基本講座


























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 149(890)
(117) 諸澤英道「耐火性建造物に対する放火が既遂に達しないとされた事例」
判時1145号 (1985年) 228頁以下。また, 吉田敏雄「放火罪 大規模建




に, 林幹人『刑法各論〔第２版]』(東京大学出版会, 2007年) 334頁は,
目的物の高温化を最低限必要としてこの見解を認められる。なお, 鈴木左



























































150(889) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)





























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 151(888)























































152(887) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(121) 例えば，松宮・前掲注(108)85頁, 丸山・前掲注(110)153頁, 中村雄一
「難燃性建造物と放火罪における『焼燬』概念」秋田経済法科大学紀要９
巻 (1993年) 90頁, 曽根威彦「放火罪における公共の危険と焼損の概念」
『刑法の重要問題〔各論〕[補訂版]』(成文堂, 1996年) 291頁, 西田典之
「放火罪」芝原邦爾ほか編『刑法理論の現代的展開各論』(日本評論社,
1996年) 290頁, 山口厚「放火罪の諸問題」『問題探究刑法各論』(有斐閣，
1999年) 236頁, 伊東研祐「『焼損』概念の再構成」現刑51号 (2003年) 35
頁, 二本誠「放火罪」曽根威彦・松原芳博編『重点課題刑法各論』(成
文堂, 2008年) 196頁がある。

























法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 153(886)
(123) 薮田孝敏ほか「区画壁の裏面側における木材の着火温度」日本建築学






















トの表面部分は, 火災の影響を受ける。まず, その原材料は, 水, セメン






















































































法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 155(884)
(131) 西田・前掲注(121)283頁, 金・前掲注(120)15頁, 関哲夫「現住建造物
等放火罪における『現に人が住居に使用』する建造物の意義」現刑２号
(1999年) 53頁以下, 山口・前掲注(121)228頁, 曽根威彦「放火罪の保護法





















































156(883) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
































法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 157(882)
(132) 岡本勝「『危険犯』をめぐる諸問題 危険犯の諸類型の各論的検討
」LS 39号 (1981年) 47頁以下。

























































































法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 159(880)



































































160(879) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(140) 星・前掲注(119)150－152, 293－294, 298頁。それに対して, 109条以
下の公共の危険は, 延焼の危険を軸にした行為客体の外側における「不特
定または多数人に対する危険」とされる。その他の見解として, 橋本正博


























































































































法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 163(876)
(144) この点，星・前掲注(119)82頁参照。










また, 109条は, １項と２項で刑罰の重さが異なる。その差異は, 他人
所有であるか自己所有であるかの財産的側面が考慮されたからである。も












































































法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 165(874)
(147) この点, 限定説によると, 行為客体以外に延焼の危険が発生しなけれ
ばならない。





















































































法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 167(872)
(149) 早稲田大学鶴田文書研究会『日本刑法草案会議筆記第Ⅳ分冊』(早稲



























































168(871) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(150) 第３章第２節１.参照。
(151) 最判昭和25年12月14日 (刑集４巻12号2548頁)。








も, その内容は, 燃焼作用の「継続性」を省略することにより, 既遂時期
の早期化がみられた。とくに顕著な判例は, 最判昭和23年11月２日の天
































































170(869) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(153) 例えば，只木誠「エレベーターのかごの側壁の一部を燃焼した行為に
つき現住建造物等放火罪が成立するとされた事例」新報98巻 3・4 号


















































法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 171(868)
(155) ライヒ最高裁判所1882年10月20日判決 (RGSt 7, 131) 参照。
(156) 連邦通常裁判所1997年２月25日決定 (StV 1997, 518), 本章第１節３.
参照。

























































172(867) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(158) 星・前掲注(119)300頁。また, 近時の裁判例として, 難燃性建造物の
放火に「焼損」を認めたものとして, 札幌地判平成６年２月７日 (判タ
873号288頁), 福岡高判平成10年１月20日 (判時1637号135頁), 青森地判



























放火罪の体系は, 行為客体の焼損, 公共の危険, 延焼の構造となる。この
論
説
法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 173(866)
(160) 早稲田大学鶴田文書研究会・前掲注(149)2561頁以下。
(161) 松尾浩也増補解題, 倉富勇三郎ほか共編『増補刑法沿革綜覧』(日本


























































174(865) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
(162) その他に, 近時の裁判例で非限定説に基づいた判断として, 東京地判
平成16年12月28日 (判例集未登載) がある。

























































































176(863) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)













































































































































































180(859) 法と政治 60巻 4号 (2010年 1月)
論説
Von der Bedeutung des Inbrandsetzens“ und der
	
“ in der Brandstiftungsdelikte (2)
Yosuke AKIMOTO
Einleitung
Ⅰ．Der Vorgang der Reform von dem alten Strafrecht in Japan
1．Die Brandstiftungsdelikte des alten Strafrechtes von 1880
2．Der Vorgang der Reform vor dem geltenden Strafrecht
3．Zusammenfassung
Ⅱ．Die bisherige Diskussion in Japan
1．Die Brandstiftungsdelikte des geltenden Strafrechtes von 1907
2．Der Begriff des Inbrandsetzens“ eines brennbaren 	
3．Der Begriff der 	
“
4．Zusammenfassung
Ⅲ．Die Entwicklung der heutigen Brandstiftungsdelikte in Deutsch
1．Das Sechste Gesetz zur Reform des Strafrechts
2．Der Begriff des Inbrandsetzens“ und der durch eine
Brandlegung ganz oder teilweise“
3．Der Erfolg der 	
und des Schadens
4．Zusammenfassung
Ⅳ．Die Bedeutung des Inbrandsetzens“ und der 	
“
1．Der Begriff desInbrandsetzens“ eines feuerhemmenden 	
2．Der Begriff der	
“ der einzelnen Brandstiftungsdelikte





法と政治 60巻 4号 (2010年 1月) 181(858)
